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令和３年１２月１７日大阪市北区曽根崎新地で発生した火災につき、被疑者と

される男性の実名等の報道等に関する申入書 

 

去る１２月１７日に大阪市北区の雑居ビルで発生した放火とみられる火災に

つき、被疑者とされる男性について、大阪府警察本部が実名を公表したことを契

機に、連日のように、様々な情報が報道されています。実名の公式公表のみなら

ず、各種捜査情報が非公式に開示されているとしか考えられません。被害者及び

ご遺族並びに社会全体の知る権利等に資する側面があるとしても、無罪推定の原

則、将来の裁判員裁判における裁判員の予断排除の観点、そして、被疑者とされ

る男性にはクリニック通院歴があるとされており責任能力の問題も含んでいる

ことからすれば、捜査機関によるこのような無限定ともいえる捜査情報の開示は

極めて遺憾であるといわざるを得ず、慎重を期すことを求めます。 

前記のとおり、報道が過熱した状況にありますが、ご承知のとおり、本件は重

大事件であり、起訴されれば裁判員裁判ともなる事件です。このことからすれば、

本件報道が、裁判員に対し事件と被疑者とされる男性について予断と偏見を与え

ることのないよう、慎重な報道が求められるところです。この点、裁判員制度開

始に当たって報道機関が発表した指針（２００８年１月１６日付、日本新聞協会

発表「裁判員制度開始にあたっての取材・報道指針」及び同月１７日付、日本民



間放送連盟発表「裁判員制度下における事件報道について」）においては、裁判員

に対して事件につき予断と偏見を与える畏れのある報道について、慎重に対応す

ることが宣明されています。この趣旨にも鑑み、今後本件報道においては、被疑

者とされる男性のプライバシー情報に十分に配慮することはもちろん、事件につ

いての予断を排し、情報の発信元をできる限り明らかにするとともに、未確認の

情報はその旨を明示するなど、慎重な報道がなされるよう、一層の配慮を求めま

す。 

次に、同男性は警察の監視のもとに入院治療中ということですが、本件が裁判

員裁判対象事件であって取調べの録音録画がされるべき事案であること、同男性

は事実上身体拘束下にあると評価できることに照らし、当会は、各捜査機関に対

し、本件において同男性から事情聴取を行う際には、逮捕の有無を問わず、その

事情聴取の全過程を必ず録音録画するよう申し入れます。 

また、今後警察による事情聴取が行われることが想定されますが、前記のとお

り、入院中の事情聴取は身体拘束下の取調べと同視できるところ、当会は、本件

が被害者多数であること等から特に重大な事案であることに鑑み、当番弁護士を

派遣することにしています。当該当番弁護士は、同男性の健康状態に配慮するた

め、主治医の意見を参考に面談を実施します。つきましては、捜査機関において、

事情聴取を行うこととなった場合には、現在被疑者が入院中の病院、及び主治医

の氏名等について、主治医の了解のもと、当会下記連絡先までご連絡頂くととも

に、弁護を受ける権利の確保のため、事情聴取が行われる前に同男性と当番弁護

士との面談を可能とする対応を求めます。 

以上 
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